
  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 獨協大学 
設置者名 学校法人 獨協学園 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

外国語学部 

ドイツ語学科 
夜 ・

通信 

20 

 

 20 13  

英語学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

フランス語学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

交流文化学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

国際教養学部 言語文化学科 
夜 ・

通信 
  20 13  

経済学部 

経済学科 
夜 ・

通信 

 

 20 13  

経営学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

国際環境経済学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

法学部 

法律学科 
夜 ・

通信 

 

 20 13  

国際関係法学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

総合政策学科 
夜 ・

通信 
 20 13  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 

https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/law/subject.html 

 

 



  

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 該当なし 

（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 獨協大学 
設置者名 学校法人 獨協学園 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 

https://www.dac.ac.jp/pdf/yakuinmeibo.pdf 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 副市長 
R3.6.1 

～R5.8.1 

組織運営体制への

チェック機能等 

〃 医療法人財団理事長 
R1.8.2 

～R5.8.1 
〃 

〃 元私立大学学長 
R1.8.2 

～R5.8.1 
〃 

〃 株式会社役員 
R1.8.2 

～R5.8.1 
〃 

〃 独立行政法人顧問 
R1.8.2 

～R5.8.1 
〃 

〃 経営者協会副会長 
R3.4.1 

～R5.8.1 
〃 

〃 弁護士 
R1.8.2 

～R5.8.1 
〃 

（備考） 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 獨協大学 

設置者名 学校法人 獨協学園 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

・上記項目を適切に記載するためのシラバス作成ガイドラインを教員に配

布し、ルールに沿ったシラバス作成を促すとともに、適切な内容が記載さ

れているか、第三者のチェックを経てシラバスの適正性を担保している。 

・作成したシラバスは大学ホームページで公開している。 

・公開時期は毎年度末の３月。 

授業計画書の公表方法 https://www.dokkyo.ac.jp/research/syllabus/ 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

・出席管理システムや受講者名簿、レスポンスペーパーなどで出席状況を

把握し、成績不振の学生を定期的に抽出することで学習状況を把握すると

ともに、面談など適切な対応を行っている。 

・成績不振者指導制度について、「高等教育の修学支援新制度」での「適格

認定の基準（学業成績・学修意欲に関すること）」にも用いられている GPA

を活用した指導を部分的に導入している。 

・学生自身が成績評価を把握する指標として GPA を導入し、成績評価とと

もに GPA を定期的に学生に通知している。 

・一部の語学系科目において、試験問題の共通化と複数教員による採点を

行うことで、成績評価の客観性を担保している。 



  

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

・学修成果を測る指標として GPA を導入し、成績評価とともに GPA を通知

している。 

・前年度の成績分布表を作成し、学部や関連部署で共有している。 

・GPA の計算式は下記の通りである。 
（AAの単位数×4）＋（Aの単位数×3）＋（Bの単位数×2）＋（Cの単位数×1） 

免許課程及びその関連科目を除く登録単位数（累計） 
 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 
https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/activity2/ 

degree/ 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

・卒業の認定に関する方針を大学ホームページで公表している。方針に沿

った卒業判定が行われているかを複数の会議体・部署で確認することで、

方針と判定結果との齟齬がない適切な卒業認定が行われるよう徹底してい

る。 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 
https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/ 

diploma.html 

 

  



  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 獨協大学 

設置者名 学校法人 獨協学園 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 https://www.dac.ac.jp/finance/ 

収支計算書又は損益計算書 https://www.dac.ac.jp/finance/ 

財産目録 https://www.dac.ac.jp/finance/ 

事業報告書 https://www.dac.ac.jp/finance/ 

監事による監査報告（書） https://www.dac.ac.jp/finance/ 
 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：事業計画概要 対象年度：平成 27 年度～令和 2 年度） 

公表方法：https://www.dac.ac.jp/finance/ 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 

公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/selfmonitor/action.html 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 

公表方法： 

 

  



  

（３）学校教育法施行規則第 172 条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 外国語学部 

教育研究上の目的（公表方法 https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

外国語学部は、ドイツ語、英語もしくはフランス語の運用能力を有し、その言語圏

の言語・文化・社会を理解するための専門知識、または、交流する文化の諸相を理解す

るための専門知識を習得した、国際的視野に立つ教養人を育成することを教育目的と

する。 

卒業の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（学位授与要件、学位の種類） 
外国語学部は、修業年限を満たし、所定の単位を修得し、卒業時点で以下の能力を

身に付けた者に「学士（外国文化）」の学位を授与する。 
 
（学位の裏付けとなる「能力」） 
１．ドイツ語、英語、またはフランス語を第一外国語として、さらに、各学科の指定す

るもう一言語を第二外国語として修得し、それらの言語スキルに基づき、その言語を

用いる地域を対象とする概括的な国際教養を持って、国際的な市民としての社会的責

任を果たす能力を身に付けている。 
 
２．第一外国語運用能力については、「聞く」「話す」「読む」「書く」という 4 技能

に関して、受容と産出に関する高度な技能を用いて他者とのコミュニケーションを図

り、異文化を理解し情報を収集することができる専門的な能力を身に付けている。 
 
３．第二外国語運用能力については、「聞く」「話す」「読む」「書く」という 4 技能

に関して、国際的に社会生活を営む上で必要とされる一般学術目的の能力を身に付け

ている。 
 
４．各学科の各「コース」「部門」については、学修した言語スキルに基づき、その言

語を用いる地域や複数の地域にまたがる歴史・文化・社会を対象とする多様な専門領

域に関する知識を体系的・横断的に修得し、その知識を活用してさまざまな事象を正

しく理解し、それについて適切に問題を設定して論理的に論述・議論する能力を身に

付けている。 
 
５．演習（ゼミナール）については、各演習の掲げるテーマについての系統的な専門知

識の修得・理解に基づき、独自に設定された研究課題に関する発表、レポート作成、デ

ィスカッション、グループワーク等を通じて養成される、少人数での協働学習による

コミュニケーション・スキルやチームワーク能力とともに、学習成果を自分の言葉で

的確に表現することができる論理的なプレゼンテーション能力を身に付けている。 
 

  



  

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（カリキュラム） 

外国語学部では、学位授与方針に掲げる能力を養成するために、以下の通り外国語

科目（ドイツ語学科）または学科基礎科目・学科共通科目（英語学科、フランス語学

科、交流文化学科）、概論・専門講義・テクスト研究科目（ドイツ語学科）または学科

専門科目（英語学科、フランス語学科、交流文化学科）、演習、卒業論文、外国語学部

共通科目、全学共通授業科目、免許科目（教職課程・免許教科はドイツ語学科、英語学

科、フランス語学科、交流文化学科の当該欄参照）を配置する。 
 
（外国語教育） 

第一外国語をドイツ語、英語またはフランス語と定め、外国語科目（ドイツ語学科）

または学科基礎科目（英語学科、フランス語学科および交流文化学科）として、第 1 学

年から第 2 学年（第 1 学期から第 4 学期）までは「聞く」「話す」「読む」「書く」

という 4 技能を総合的に修得し、口頭および書き言葉での受容と産出の基礎能力を養

成し定着させるための必修科目を配置し、必要に応じて習熟度別教育を実践する。外

国語科目（ドイツ語学科）または学科共通科目（英語学科、フランス語学科および交流

文化学科）として、ドイツ語学科、英語学科およびフランス語学科では第 3 学年から

第 4 学年（第 5 学期から第 8 学期）まで、交流文化学科においては第 2 学年から第 3
学年（第 3 学期から第 6 学期）まで 4 技能のより高度な能力を養成するための必修科

目および選択必修科目を配置し、必要に応じて習熟度別教育を行い、当該言語を総合

的に修得・理解し、さまざまな事柄についてその言語で表現し議論できるようにする。 
 
各学科の定める第二外国語については、「聞く」「話す」「読む」「書く」の 4 技

能に関して、国際的に社会生活を営む上で必要とされる一般学術目的の語学能力を養

成するために、ドイツ語学科とフランス語学科においては全学的に編成される全学共

通カリキュラム（全カリ）外国語科目群英語部門の枠組みで第 1 学年から第 4 学年（第

1 学期から第 8 学期）まで、英語学科においては全カリ外国語科目群外国語部門（英

語以外）の枠組みで第 1 学年から第 2 学年（第 1 学期から第 4 学期）まで、交流文化

学科においては同じく全カリ外国語科目群外国語部門（英語以外）の枠組みで第 1 学

年から第 3 学年（第 1 学期から第 6 学期）まで選択科目を配置し、そのうち各学科の

定める単位数を必修とする。 
 
（教養教育） 

建学の理念に基づき、学生の人間形成にとって必須と考える共通の教養を学科の専

門性を越えて修得できるように、学部・学科を越えて編成される全カリの枠組みで全

学共通授業科目を配置し、以下のような知識、技能、態度を養成する。 
・思想、歴史・文化、社会、自然・環境・人間に関する概括的な知識の理解、さまざま 
な言語およびその文化的背景に関する知識の理解。 

・問題や関心に基づいてさまざまな知的領域を探索できる技能、および論理的・芸術 
的・倫理的・科学的・社会科学的等の多様な思考能力、諸言語によるコミュニケー

ション技能。 
・組織やチームの一員としての統率力と自己理解のための態度、自律的かつ積極的で 

あるとともに多様性を尊重する協調的かつ国際的な態度、創造性・社会性・好奇心・

チャレンジ精神・粘り強さ。 
 
全学共通授業科目は学際的学修を可能にするように、分野の点で大きく「ことばと

思想」、「歴史と文化」、「現代社会」、「自然・環境・人間」の 4 つに分け、授業形



  

態の点から全学総合科目群（全学総合講座部門、全学共通講義科目部門、全学共通実

践科目部門、スポーツ・レクリエーション部門）と外国語科目群（英語部門、外国語部

門（英語以外）、日本語部門（外国人学生および帰国学生用））の 2 科目群 7 部門と

し、科目それぞれの特性および内容に応じて第 1 学年から第 4 学年（第 1 学期から第

8 学期）まで順次あるいは必要に応じて履修できるよう配当する。 
 
（学際的教育） 

学科の専門領域を越えた総合的な知識を修得し、国際的・学際的な視野をもって分

析し、自らの見解を提示できるようにすることを目標として、外国語学部共通科目を

設置する。履修の仕方は、各学科の定めるところによる。 
 
（専門教育） 

ドイツ語圏、英語圏もしくはフランス語圏の言語・文化・社会に関する専門知識、ま

たは、複数の言語圏にまたがる交流する文化の諸相に関する専門知識を体系的に修得

するために、ドイツ語学科においては概論・専門講義・テクスト研究科目、英語学科、

フランス語学科および交流文化学科においては学科専門科目を設置し、ドイツ語学科、

英語学科およびフランス語学科では第 2 学年から第 4 学年（第 3 学期から第 8 学期）

に、交流文化学科においては第 2 学年から第 3 学年（第 3 学期から第 6 学期）に配当

するとともに、それをコースまたは部門に分ける。 
 
専門教育への導入として、第 1 学年（第 1 学期から第 2 学期）に必修科目または選

択必修科目として入門講義を置き、また、ドイツ語学科では第 2 学年（第 3 学期から

第 4 学期）、交流文化学科では第 1 学年（第 1 学期から第 2 学期）に必修科目として

「基礎演習」を設置する。 
 
コースとは別に第 3 学年から第 4 学年（第 5 学期から第 8 学期）の必修科目として

演習（ゼミナール）を設置する。演習では、それぞれのテーマについての系統的な専門

知識の修得・理解に基づき、少人数での協働学習（グループワーク）によりコミュニケ

ーション・スキルやチームワーク能力を修得するとともに、独自に設定した研究課題

に関する研究発表・レポート作成・ディスカッションを通じて学習成果を自分の言葉

で的確に表現する論理的なプレゼンテーション能力の獲得を目指す。 
 
卒業論文を 4 年次の選択科目として置く。 
 
交流する文化の諸相を理解する概括的な知識を修得するために、ドイツ語学科、英

語学科およびフランス語学科でも交流文化論の科目群を選択科目として設置する。 
 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（求める人物像） 
外国語学部では、獨協大学および本学部の教育目的に共感し、次の学力・適性をも

つ人物を求める。 
・高等学校段階の基礎的な学力、日本語での思考力、判断力および表現力ならびに専 
門分野の学修に必要な学力、特に英語、ドイツ語またはフランス語の学力。 

・大学においてドイツ語、英語またはフランス語を学修するのに十分な語学適性。 
・将来、国際的視野に立つ教養人として社会的に活躍する意欲と倫理観。 
・ドイツ語圏、英語圏またはフランス語圏に脈々と受け継がれる言語・歴史・文化・社 

会を理解したい、あるいは、複数の地域にまたがる多様な国際関係・文化交流を多



  

角的視点から学びたいという意欲。 
 
（出願要件） 
高等学校もしくは中等教育学校卒業（当該年度末卒業見込みを含む）またはそれに

相当する資格（詳細は入試要項および入試概要参照）と学力を要する。科目別では、全

ての試験方式で外国語（ドイツ語、英語またはフランス語）の学力を求める。それに加

えて国語（または小論文）、地理歴史・公民、数学、理科のいずれか一つもしくは複数

の科目の学力を入試種別に応じて求める。 
 
（入学者選抜方法） 
外国語教育重視の観点から、外国語科目（ドイツ語、英語またはフランス語）を重視

した入試を行う。また、多彩な学生の受け入れを図るべく、一般入試をはじめとする

さまざまな入試制度（詳細は入試要項および入試概要参照）を設ける。 
 

 

学部等名 国際教養学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（理念・目的） 
国際教養学部言語文化学科は、複数の外国語の運用能力を身につけるとともに、環

太平洋地域を見据えた日本を含む諸地域の言語・文化・社会についての知識を習得し、

さらに、日本が蓄積してきた「知」を国際社会における教養の一環として積極的に発

信しうる市民を育成することを目的とする。 
 

卒業の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（学位授与要件、学位の種類） 
国際教養学部言語文化学科は、修業年限を満たし、所定の単位を修得し、卒業時点

で以下の能力を身に付けた者に「学士（外国文化）」の学位を授与する。 
 
（学位の裏付けとなる「能力」） 
１．複数の外国語を修得し、それらの言語に関する実用的な運用能力に基づき、主と

して日本を含む環太平洋地域の文化・社会に関する学際的な知識・技能を身に付け、

国際的な市民としての社会的責任を果たす能力を身に付けている。 
 
２．外国語（英語に加え、スペイン語・中国語・韓国語のいずれか一つ）の運用能力に

ついては、「聞く」「話す（やりとり・発表）」「読む」「書く」の 4 技能を総合的に

身に付け、他者とコミュニケーションを図り、情報を収集・分析し、自らの考えを論理

的に表現できる実践的かつ汎用的な言語能力を身に付けている。 
 
３．国際社会および日本が蓄積してきた「知」に基づき、現代社会の諸課題について、

グローカルな視点を持って、主体的に考え、行動し、発信できる問題解決能力を身に

付けている。 
 
４．哲学および文系、理系、その複合領域にまたがって幅広く設置されている専門科

目についての学際的な学修を通して、既存の情報や知の体系を問い直し、多様な意見

をとりいれて、新たな意味や価値を創出する力を身に付けている。 
 



  

５．演習（ゼミナール）では、複数の外国語運用能力および学際的な学修を通じて得た

知識を活かし、各演習のテーマに沿って自律学習および協働学習を行い、これらの学

習によりコミュニケーション能力や問題解決能力を身に付けている。 
 
６．卒業研究では、各自のテーマについて多角的視点から探求し、その成果を卒業論

文にまとめる。それを通じて、論理的思考力と創造的な知を生み出す力を身に付けて

いる。 
 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（カリキュラム） 

国際教養学部言語文化学科では、学位授与方針に掲げる能力を養成するために、以

下の通り学科基盤科目、外国語科目、研究科目群、演習、卒業研究、卒業論文、全学

共通授業科目、免許科目（教職課程・外国語（英語）、社会、地理歴史、公民）を配

置する。 
 

（外国語教育） 

本学科では、「英語とスペイン語」「英語と中国語」「英語と韓国語」という組み合

わせから 1 つを選択し、2 言語を併習するカリキュラムとする。2 つの外国語を「読

む」「書く」「聞く」「話す」という運用能力を専門的なレベルに到達させるカリキュ

ラムを実施する。英語は習熟度別、それ以外の言語は初歩から学ぶ。 
 
英語は、第 1 学年から第 2 学年（第 1 学期から第 4 学期）まで基盤科目として英語

Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳを必修科目として配置する。また、第 3 学年（第 5 学期から第 6 学期）

には進展科目として英語上級を必修科目として、英語演習Ⅱ・上級英語演習Ⅰ・上級

英語演習Ⅱを選択必修科目（1 科目選択）として配置する。 
 
スペイン語・中国語・韓国語は、第 1 学年から第 2 学年（第 1 学期から第 4 学期）

まで基盤科目として各言語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳを必修科目として配置する。また、第 3 学

年（第 5 学期から第 6 学期）には進展科目として各言語上級を必修科目として配置す

る。 
 
各言語とも、学習段階が上がるごとに、リーディングおよびディスカッション、ラ

イティング、スピーキングといった運用能力を総合的に修得し、自分の見解をまとめ、

表出できるようにする。 
 
各言語の上級、演習ではさらなる技能の向上を目指すとともに、多様かつ高度な表

現・作文・文章読解、様々な場面でのコミュニケーション能力を身に付けられるよう

にする。また、翻訳通訳論、翻訳通訳実習では基本理論を修得後、実務的な翻訳通訳の

実践を行えるようにする。 
 
（教養教育、専門教育） 

本学科では、環太平洋地域を見据えた日本を含む諸地域の言語・文化・社会につい

ての知識の修得、さらに、日本が蓄積してきた「知」を国際社会における教養の一環と

して積極的に発信する能力の獲得を実現するために、以下に掲げる科目を設置する。 
 
また、本学科では、教養教育と専門教育について明確に区分せず、第 1 学年から第

4 学年（第 1 学期から第 8 学期）にかけて学際的な学修に基づく幅広い教養学習を可



  

能とすることで、学生自らが体系的な専門形成を図るカリキュラムを学科が独自に編

成し、実施する。 
 
・学科基盤科目（必修） 
哲学ⅠおよびⅡ：いくつかのテーマについて研究調査・討議を行うことで大学で学

ぶ意義を見出し（哲学Ⅰ：第 1 学年第 1 学期 2 単位必修）、大学での学修を経て、そ

の到達点（哲学Ⅱ：第 4 学年第 7 学期 2 単位必修）を確認する。 
基礎演習：大学生活の基盤になる能力を身に付けるとともに、大学 4 年間の履修計

画を立てる（第 1 学年第 1 学期 2 単位必修）。 
言語文化論：本学科における学修の意味と各研究科目群における学びの目的と課題

について考える（第 1 学年第 2 学期 2 単位必修）。 
 
・研究科目群（2 研究科目群を選択し、30 単位以上履修） 
スペイン・ラテンアメリカ研究科目群：スペイン語圏およびブラジル、カリブ海地

域に関する総合的地域理解を目的とする。 
中国研究科目群：中国および台湾、シンガポール等々を含む中国語圏に関する総合

的地域理解を目的とする。 
韓国研究科目群：韓国語圏（韓国・朝鮮）に関する総合的地域理解を目的とする。 
日本研究科目群：文学と歴史学を中心に日本と日本文化に関する総合的理解を目的

とする。 
言語教育研究科目群：英語教育および日本語教育に関する知識と技能を修得するこ

とを目的とする。 
グローバル社会研究科目群：現代世界の直面する諸課題に関する総合的理解を目的

とする。 
人間発達科学研究科目群：教育学、心理学、健康・スポーツ科学を中心に人間の成長

と発達に関する総合的理解を目的とする。 
総合科学研究科目群：人文科学・社会科学系部門、自然科学系部門、多言語情報処理

の部門を中心に人間の知に関する総合的理解を目的とする。 
各研究科目群の科目は「概論」「研究各論」「特殊研究」に分け、系統的な履修が可

能となるように配置する。 
 
・演習（ゼミナール） 
第 2 学年から第 3 学年（第 3 学期から第 6 学期：計 8 単位必修）の演習では、各演

習のテーマに沿った少人数での協働学習を通して、コミュニケーション能力や問題解

決能力を身に付ける。第 4 学年（第 7 学期から第 8 学期：計 4 単位必修）の卒業研究

を通して、各自のテーマについて研究し、その成果を卒業論文（4 単位必修）にまとめ

る。 
 
・全学共通授業科目 
全学共通授業科目は、学部・学科の枠を越え、学際的学修を目的とする。「ことばと

思想」、「歴史と文化」、「現代社会」、「自然・環境・人間」の 4 つの分野から構成

され、授業形態の観点から全学総合科目群（全学総合講座部門、全学共通講義科目部

門、全学共通実践科目部門、スポーツ・レクリエーション部門）と外国語科目群に分類

される。言語文化学科では全学総合科目群の全学総合講座部門から 2 単位とスポーツ・

レクリエーション部門から 2 単位を必修とする。その他も選択科目として履修できる

ようにする。 
 

 

 



  

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 
（概要） 

（求める人物像） 
国際教養学部言語文化学科では、獨協大学および国際教養学部の教育目的に共感

し、次の学力・適性をもつ人物を求める。 
・高等学校段階の基礎的な学力と、日本語での思考力、判断力および表現力ならびに 
専門分野の学修に必要な学力。 

・大学において英語に加え、スペイン語、中国語、韓国語のいずれか一つの 2 外国語 
を学修するのに十分な語学適性。 

・将来、複数の視点を持つ教養人として社会的に活躍する意欲と倫理観。 
・多様な他者と関わることを通して、自分で考え、判断し、決定し、行動しようとす 
る意思と能力。 

・環太平洋地域を見据えた日本を含む諸地域の言語・文化・社会を理解し、探求しよ 
うとする主体的な態度 。 

 
（出願要件） 
高等学校もしくは中等教育学校卒業（当該年度末卒業見込みを含む）またはそれに

相当する資格（詳細は入試要項および入試概要参照）と学力を要する。科目別では、全

ての試験方式で外国語（英語、スペイン語、中国語、韓国語のいずれか一つ）の学力を

求める。それに加えて国語（または小論文）、地理歴史・公民、数学、理科のいずれか

一つもしくは複数の科目の学力を入試種別に応じて求める。 
 
（入学者選抜方法） 
外国語教育重視の観点から、外国語科目（英語、スペイン語、中国語、韓国語のいず

れか）を重視した入試を行う。また、多彩な学生の受け入れを図るべく、一般入試をは

じめとする様々な入試制度（詳細は入試要項および入試概要参照）を設ける。 
 

 

学部等名 経済学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（理念・目的） 
経済学部は、外国語の能力、ならびに、豊かな歴史観、自然観、および、倫理観を中

核とする教養に基礎付けられた経済学、経営学・情報、環境学の専門知識を習得した、

国際的視野を有する優れた社会人、地域社会や国際社会に貢献できる実践的な人材を

育成することを教育目的とする。 
 

卒業の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（学位授与要件、学位の種類） 
経済学部は、修業年限を満たし、所定の単位を修得し、卒業時点で以下の能力を身

に付けた者に「学士（経済学）」、もしくは「学士（経営学）」の学位を授与する。 
 
（学位の裏付けとなる「能力」） 
１．豊かな歴史観、自然観、および、倫理観を中核とする教養に基づき、多文化・異文

化を理解・尊重し、人類社会と自然の調和を求める倫理観を有し、現実社会に発生す

る多種多様な諸問題を広く経済学の視点から分析し、経済学、経営学・情報または環



  

境学の専門知識を修得して問題解決を図ることを通じて自己を発展させ、社会に貢献する

能力を身に付けている。 
 
２．英語運用能力については、「聞く」「話す」「読む」「書く」という 4 技能に関して、

国内外で社会活動を進める上で不可欠となる問題を理解し、伝えたい内容を表現するため

に必要となる学術的な能力を身に付けている。 
 
３．演習（ゼミナール）については、経済、経営、会計、情報、環境に関して各演習の設定

するテーマの専門的な知識を修得し、個人が独自に設定した問題の内容を正しく理解し、

各問題の効率的な解決策をチームワークにより発見し、情報リテラシーを活用して導き出

した結論をレポートとしてまとめ、得られた成果を理解しやすい形で的確に発表できる能

力を身に付けている。 
 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（カリキュラム） 

経済学部では、学位授与方針に掲げる能力を養成するために、学部基礎科目、学科

基礎科目、学科専門科目、教職関連科目（教職課程・免許教科は経済学科、経営学科、

国際環境経済学科の当該欄参照）、演習科目、全学共通授業科目の各群を配置する。 
 
（外国語教育） 

英語については、全学共通授業科目・英語部門において、一般学術目的の英語

（EGAP）としての英語教育を第 1 学年から第 3 学年（第１学期から第 6 学期)まで必

修科目として配置する。 
 
EGAP では、専攻分野にかかわらず必要な学術的言語技能を、英語運用能力の「読

む」「書く」「話す」「聞く」の 4 つの技能と合わせて養成する。全学共通授業科目

の英語教育については、入学時に受験する TOEIC®Listening & Reading IP テストの

スコアによる習熟度別クラス編成を行うことによって、学生のレベルに合った教育効

果の高い授業を提供する。第 1 学年第 2 学期末、第 2 学年第 4 学期末にも同様に全員

に TOEIC®L&R を受験させ、第 2 学年（第 3 学期から第 4 学期）、第 3 学年（第 5
学期から第 6 学期）の英語クラスの編成を行うことで、学生自身が入学後の学修の成

果を客観的に把握するとともに、スコアアップという目標設定によって学修のモチベ

ーションを高く維持できるようにする。 
 
全学共通授業科目の英語教育が EGAP であるのに対して、学科専門科目群の専門外

国語部門では、特定学術目的の英語（ESAP）としての英語教育を実施する。第 3 学年

（第 5 学期から第 6 学期）には、学科専門科目群の専門外国語部門に、各コースに沿

った外国語文献講読により専門領域を学ぶ専門英語、専門中国語を配置する。 
 
（教養教育） 

建学の理念に基づき、学生の人間形成にとって必須と考える共通の教養を学部の専

門性を越えて修得できるように、学部・学科を越えて編成される全学共通カリキュラ

ム（全カリ）の枠組みで全学共通科目を配置し、豊かな歴史観、自然観および倫理観を

中核とする教養を養成する。特に全学総合講座部門では、主に第 1 学年（第 1 学期か

ら第 2 学期）を対象として全学総合講座の 2 科目 4 単位を必修とする。 
 
（専門教育） 

学部基礎科目群は、経済学部の経済学科・経営学科・国際環境経済学科の 3 学科に



  

共通して、必修科目として配置する科目群である。学部基礎科目群には所属学科に関

わらず、経済学部生として共通に必要な基礎的学力を身に付けられる導入科目・基礎

科目として、第 1 学年第 1 学期のクラスセミナーをはじめ、経済学（ミクロ）、経済

学（マクロ）、経営学、経済経営数学入門、統計学入門を第 1 学年（第 1 学期から第

2 学期）の必修科目として配置し、第 2 学年第 3 学期以降の演習を中心とした多様な

専門領域の中から自分の専門分野を選びやすくする。 
 
学科基礎科目群は、経済学部の 3 学科が各学科の専門領域の基礎的な科目を提供す

る科目群であり、学科専門科目にスムーズに進んでいくための橋渡しの役割を担って

いる。そのため、学科基礎科目群には、各学科の専門領域に進むために必要な基礎科

目を必修科目として配置し、それ以外の科目は選択必修として配置する。なお、学生

が所属学科以外の学科の専門領域の専門科目を履修しようとする場合には、当該学科

の科目群の必修科目を履修することが望まれる。 
 
学科専門科目群は、各学科の教育研究上の理念と目的に則った専門科目を配置す

る。 
 
演習科目群は、学部基礎科目、学科基礎科目によって専門的基礎学力を育成し、全

学共通授業科目、学科専門科目によって発見した問題や課題について、研究テーマを
設定し、学生が協働して問題解決を目指して議論し、発信する場である。特に第 4 学
年（第 7 学期から第 8 学期）の演習Ⅲにおいては、学究の成果を卒業研究（卒業論
文）にまとめることで、大学生活の学びを完結できるようにする。卒業研究（卒業論
文）を学部全員に必修とすることで、経済学部の教育研究の質を保証するカリキュラ
ムの中心をなすものとして、卒業論文ポスターセッションなどで披露する仕組みも導
入する。 

 
また、総合講座・特殊講義群を 3 学科共通で配置し、社会で活躍している著名人等

を招聘する総合講座や従来の大学教育課程において提供できない新しい知見を得るた
めの科目として特殊講義を置く。 
 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（求める人物像） 
経済学部では、獨協大学および本学部の教育目的に共感し、次の学力・適性をもつ

人物を求める。 
・高等学校段階の基礎的な知識および技能、思考力、判断力、表現力等の能力ならび 
に主体的に学習に取り組む態度。 

・特に高等学校段階の外国語（英語）の学力およびその学力を大学の学修で伸ばし将 
来国内外で積極的に活用する意欲。 

・大学における専門分野である経済学、経営学・会計学・情報学、環境学を学修するの 
に十分な適性。 

・将来、国際的視野に立つ教養人として社会的に活躍する意欲と倫理観。 
・経済学、経営学・会計学・情報学、環境学の知識・技能・歴史等を学修し、社会発展 
に貢献したいという意欲。 

 
（出願要件） 
高等学校もしくは中等教育学校卒業（当該年度末卒業見込みを含む）またはそれに

相当する資格（詳細は入試要項および入試概要参照）と学力を要する。科目別では、全

ての試験方式で外国語（英語）の学力を求める。それに加えて国語（または小論文）、

地理歴史・公民、数学、理科のいずれか一つもしくは複数の科目の学力を入試種別に

応じて求める。 



  

 
（入学者選抜方法） 
外国語教育重視の観点から、外国語科目（英語）を重視した入試を行う。また、多彩

な学生の受け入れを図るべく、一般入試をはじめとする様々な入試制度（詳細は入試

要項および入試概要参照）を設ける。 
 

 

学部等名 法学部 

教育研究上の目的（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（理念・目的） 
法学部は、外国語の能力、ならびに、歴史、文化、および、社会に関する深い教養に

基礎付けられた法学および政治学の専門的知識を習得した、国際的視野に立つ教養人

を育成することを教育目的とする。 
 

卒業の認定に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（学位授与要件、学位の種類） 
法学部は、修業年限を満たし、所定の単位を修得し、卒業時点で以下の能力を身に

付けた者に「学士（法学）」の学位を授与する。 
 

（学位の裏付けとなる「能力」） 
１．地域社会および国際社会を含む多様な現代社会を対象として、法学および政治学

の専門的知識ならびに法的なものの考え方（リーガル・マインド）およびグローバル

な思考力を身に付け、更に外国語の能力も併せて修得した教養人としての立場から、

社会の様々な問題を総合的にとらえ解決策を提示できる能力を身に付けている。 
 
２．法学および政治学に関する専門的知識を活かして多様な現代社会に貢献できる能

力を身に付けている。 
 
３．修得した専門的知識と社会における現実の法運用とを結び付けて理解することで、

社会をより良い方向へと変えていくための解決策を提示できる実践力を身に付けてい

る。 
 
４．必修科目である 1 年配当の「入門演習」および 2 年配当の「基礎演習」における

学修を通して、指定された課題に必要とされる資料の調査能力、専門書や論文の読解

力、問題点を発見しその解決策を見出す能力、文章の作成能力および表現力、調査報

告（発表）や討論におけるプレゼンテーション能力、他者との協働作業において求め

られるコミュニケーション能力を身に付けている。 
 
５．英語の「聞く」「話す」「読む」「書く」という 4 技能に関して、地域社会や国際

社会を含む多様な現代社会で生活を営むうえで必要とされる一般学術目的の英語能力

を身に付けている。 
 
６．歴史、文化および社会に関する国際的視野に立った深い素養を基礎として、政治、

経済および社会の状況をふまえて、健全な常識と柔軟な思考を持つ自律的な社会人と

して活躍することのできる能力を身に付けている。 
 



  

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（カリキュラム） 

法学部では、学位授与方針に掲げる能力を養成するために、以下の通り法律学科に

は基礎法、外国法、公法、民事法、刑事法、社会法、手続法、国際関係、政治、特

講、社会・経済、歴史および免許（教職課程・社会、地理歴史、公民）の各部門、国

際関係法学科には基本、国際関係法、比較法・外国法、関連法、国際政治、国際経

済、比較・地域研究および文献講読の各部門、総合政策学科には基礎科目、学部専門

科目、学科専門科目および文献講読の各部門を配置するとともに、全ての学科におい

て総合講座および演習の各部門ならびに全学共通授業科目を配置する。 
 

（外国語教育） 

第一外国語を英語と定め、「聞く」「話す」「読む」「書く」という 4 技能に関し

て、国際化された社会生活を営むうえで必要とされる一般学術目的の英語能力を身に

付けるために、外国語科目群の中に、全学的に編成された全学共通カリキュラム（全

カリ）英語部門の枠組みで第 1 学年から第 4 学年（第 1 学期から第 8 学期）までクラ

ス指定科目および選択科目を配置し、そのうち法律学科では 8 単位、国際関係法学科

および総合政策学科では 12 単位を必修とする。 
 
第二外国語はドイツ語、フランス語、スペイン語、中国語、ロシア語および韓国語の

うちいずれか一ヵ国語とし、全学共通カリキュラム外国語部門（英語以外）の枠組み

で第 1 学年から第 4 学年まで諸科目を配置し、そのうち 8 単位を選択必修とする。 
 
（教養教育） 

建学の理念に基づき、学生の人間形成にとって必須と考える共通の教養を学科の専

門性を越えて修得できるように、学部・学科を越えて編成される全学共通カリキュラ

ム（全カリ）の枠組みで全学共通授業科目を配置し、歴史、文化および社会に関する深

い教養として以下のような知識、技能、態度を養成する。 
・思想、歴史・文化、社会、自然・環境・人間に関する概括的な知識の理解、さまざま 
な言語およびその文化的背景に関する知識の理解。 

・問題や関心に基づいてさまざまな知的領域を探索できる技能、および論理的・芸術 
的・倫理的・科学的・社会科学的等の多様な思考能力、諸言語によるコミュニケーシ 
ョン技能。 

・組織やチームの一員としての統率力と自己理解のための態度、自律的かつ積極的で 
あるとともに協調的かつ国際的な態度、創造性・社会性・好奇心・多様性・チャレン 
ジ精神・粘り強さ。 

 
 全学共通授業科目は学際的学修を可能にするように、分野の点で大きく「ことばと

思想」、「歴史と文化」、「現代社会」、「自然・環境・人間」の 4 つに分け、授業形

態の点から全学総合科目群（全学総合講座部門、全学共通講義科目部門、全学共通実

践科目部門、スポーツ・レクリエーション部門）と外国語科目群（英語部門、外国語部

門（英語以外）、日本語部門（外国人学生および帰国学生用））の 2 科目群 7 部門と

し、科目それぞれの特性および内容に応じて第 1 学年から第 4 学年（第 1 学期から第

8 学期）まで順次あるいは必要に応じて履修できるよう配当する。特に全学総合講座部

門では、主に第 1 学年（第 1 学期から第 2 学期）を対象として全学総合講座の 2 科目

4 単位を必修とする。 
 
 



  

（専門教育） 

地域社会および国際社会を含む多様な現代社会を対象として、法学および政治学の

専門的知識ならびに法的なものの考え方（リーガル・マインド）およびグローバルな

思考力を身に付けるため、まず体系的に法学および政治学を学ぶための導入を目的と

した部門として、法律学科では基礎法、国際関係法学科では基本、総合政策学科では

基礎科目を設置し、第 1 学年（第１学期から第２学期）に憲法入門、民法入門、刑法

入門、国際関係法入門（国際法入門）および総合政策入門（政治学入門）を置く。また

指定された課題に必要とされる資料の調査能力、専門書や論文の読解力、問題点を発

見しその解決策を見出す能力、文章の作成能力および表現力、調査報告（発表）や討論に

おけるプレゼンテーション能力、他者との協働作業において求められるコミュニケーショ

ン能力等を身に付けることを目的とした必修科目として、第 1 学年第 1 学期に入門演習 2
単位、第 2 学年（第３学期から第４学期）に基礎演習 2 科目 4 単位を設置する。 

 
次に、第 2 学年第 3 学期以降を対象として、さまざまな分野の専門知識を修得し、各分

野の判例・学説や諸課題等を正しく理解し、個別の事象について自らの見解を提示できる

ようにすることを目的として、法律学科には外国法、公法、民事法、刑事法、社会法、手

続法、国際関係、政治、特講、社会・経済、歴史および免許の各部門、国際関係法学科に

は国際関係法、比較法・外国法、関連法、国際政治、国際経済、比較・地域研究および文

献講読の各部門、総合政策学科には学部専門科目、学科専門科目および文献講読の各部門

をそれぞれ設置する。また法学や政治学に関する現実社会の状況に触れ、個別の事象につ

いて自らの見解を提示できるようにすることを目的とした部門として総合講座を設置す

る。なお第 2 学年第 4 学期末に、必修科目の単位の修得状況や第 1 学期から第 4 学期まで

の修得単位数等に基づき進級判定を行う。 
 
更に第 3 学年および第 4 学年（第 5 学期から第 8 学期）を対象として、法学や政治学の

特定分野に関する専門知識を更に蓄積し、また社会一般で通用するレベルに法的・論理的
な思考力、表現力、問題解決能力、政策立案能力等を研鑽することで、専門的で複雑な事
柄を正確に理解し、個別の事象について高度な見解を示すことができるようにすることを
目的とした部門として演習を設置する。 
 

入学者の受入れに関する方針 

（公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/policy/） 

（概要） 

（求める人物像） 
法学部では、獨協大学および本学部の教育目的に共感し、次の学力・適性をもつ人

物を求める。 
・高等学校段階の基礎的な知識および技能、その知識および技能を基礎とした思考力、 
判断力および表現力ならびに専門分野の学修に必要な学力、特に法学および政治学 
の学修に必要な学力。 

・法学および政治学の専門的知識、ならびに法的なものの考え方（リーガル・マイン 
ド）およびグローバルな思考力を身に付けたいという意欲。 

・大学において法学および政治学を学修するのに十分な適性。 
・将来、国際的視野に立つ教養人として社会的に活躍する意欲と倫理観。 
 
（出願要件） 
高等学校もしくは中等教育学校卒業（当該年度末卒業見込みを含む）またはそれに

相当する資格（詳細は入試要項および入試概要参照）と学力を要する。科目別では、全

ての入試制度で外国語（英語、ドイツ語、フランス語、中国語、韓国語のいずれか一

つ）の学力を求める。それに加えて国語（または小論文）、地理歴史・公民、数学、理

科のいずれか一つまたは複数の科目の学力を入試制度に応じて求める（詳細は入試要

項および入試概要参照）。 



  

 
（入学者選抜方法） 
外国語教育重視の観点から、外国語科目（英語、ドイツ語、フランス語、中国語、韓

国語のいずれか）を重視した入試を行う。また、多彩な学生の受け入れを図るべく、一

般入試をはじめとする様々な入試制度（詳細は入試要項および入試概要参照）を設け

る。 
 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 

公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/outline/organization.html 

 

  



  

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 3 人 － 3 人

外国語学部 － 47 人 21 人 12 人 0 人 1 人 81 人

国際教養学部 － 21 人 10 人 3 人 0 人 0 人 34 人

経済学部 － 42 人 14 人 1 人 0 人 1 人 58 人

法学部 － 26 人 4 人 2 人 4 人 1 人 37 人

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

0 人 428 人 428 人

各教員の有する学位及び業績 
（教員データベース等） 

公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/research/faculty/ 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

 

 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

外国語学部 565 人 629 人111.3％ 2,260 人 2,644 人117.0％ 0 人 1 人

国際教養学部 150 人 174 人116.0％ 610 人 734 人120.3％ 5 人 0 人

経済学部 680 人 798 人117.4％ 2,720 人 3,170 人116.5％ 0 人 1 人

法学部 355 人 397 人111.8％ 1,430 人 1,611 人112.7％ 5 人 0 人

合計 1,750 人 1,998 人114.2％ 7,020 人 8,159 人116.2％ 10 人 2 人

（備考） 

 

  



  

 

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

外国語学部 
726 人

（100％）

6 人

（ 0.8％）

594 人

（81.8％）

126 人

（17.4％）

国際教養学部 
171 人

（100％）

2人

（ 1.2％）

130 人

（76.0％）

39 人

（22.8％）

経済学部 
887 人

（100％）

4人

（ 0.4％）

750 人

（84.6％）

133 人

（15.0％）

法学部 
473 人

（100％）

1 人

（ 0.2％）

383 人

（81.0％）

89 人

（18.8％）

合計 
2,257 人

（100％）

13 人

（ 0.6％）

1,857 人

（82.3％）

387 人

（17.1％）

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（備考） 

 

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 
入学者数 

修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人

（100％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

 
人

（100％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

合計 
人

（100％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

人

（  ％）

（備考） 

 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

・上記項目を適切に記載するためのシラバス作成ガイドラインを教員に配布し、ルールに

沿ったシラバス作成を促すとともに、適切な内容が記載されているか、第三者のチェック

を経てシラバスの適正性を担保している。 

 

・作成したシラバスは大学ホームページで公開している。 

 

・公開時期は毎年度末の３月。 
 

 

  



  

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要） 

・出席管理システムや受講者名簿、レスポンスペーパーなどで出席状況を把握し、成績不

振の学生を定期的に抽出することで学習状況を把握するとともに、面談など適切な対応を

行っている。 

 

・成績不振者指導制度について、「高等教育の修学支援新制度」での「適格認定の基準（学

業成績・学修意欲に関すること）」にも用いられている GPAを活用した指導を部分的に導

入している。 

 

・学生自身が成績評価を把握する指標として GPA を導入し、成績評価とともに GPA を定期

的に学生に通知している。 

 

・一部の語学系科目において、試験問題の共通化と複数教員による採点を行うことで、成

績評価の客観性を担保している。 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

外国語 

ドイツ語 128 単位 有・無 単位

英語 128 単位 有・無 単位

フランス語 128 単位 有・無 単位

交流文化 128 単位 有・無 単位

国際教養 言語文化 128 単位 有・無 単位

経済 

経済 128 単位 有・無 単位

経営 128 単位 有・無 単位

国際環境経済 128 単位 有・無 単位

法 

法律 128 単位 有・無 単位

国際関係法 128 単位 有・無 単位

総合政策 128 単位 有・無 単位

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 公表方法： 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項）
公表方法： 

 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/activity2/environment/ 

 

  



  

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

外国語 

英 語 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

ドイツ語 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

フランス語 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

交流文化 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

国際教養 言語文化 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

経 済 

経 済 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

経 営 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

国際環境経済 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

法 

法 律 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

国際関係法 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

総合政策 760,000 円 270,000 円 280,000 円 施設設備費 

 

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

・図書館においては、開架資料は主題毎にまとまっており、授業の課題やレポート作成

に必要な資料が探しやすい配置となっている。図書館外からも利用できるデータベース

や電子書籍もあり、グループで利用できる部屋、PC 設置席や一人で学習できる個室など

多様な利用環境を提供している。また、授業の課題をサポートするレファレンスカウン

ターや PC利用のサポート窓口も隣接している。 

 

・教育研究支援センターでは、外国語教育、コンピュータ関連で幅広いサポートを行っ

ている。英語、ドイツ語、フランス語、スペイン語、中国語、韓国語の各言語圏の文化

に浸り、異文化交流ができる ICZ（International Communication Zone）を備え、ネイ

ティヴ・スピーカーとのチャットや留学生との交流、海外情報の収集も可能。自律的か

つ主体的に学ぶための自律学習スペース「CLEAS(クレアス)」は、PCやモニターを備え

たグループ学習席、無料で印刷できるプリントステーション、マルチメディア対応パソ

コンを利用できる MM 工房を備えており、常駐サポートスタッフが PC･各種ソフト等の操

作方法指導や無料講習会実施等の支援を行っている。 

 

・英語学習サポートルームにて、学生一人ひとりのニーズに合った英語学習を支援して

いる。 

 

・国際交流センターにおいて、長期の交換留学及び認定留学をはじめ、多彩なコースか

ら選べる短期留学等を支援している。 

 

  



  

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

・キャリアセンターにおいて、就職カウンセリングの専門的知識のあるカウンセラーを

配置し、学生個々人に応じたきめ細かなカウンセリングを実施している。 

 

・自己を見つめ将来の夢を描く手助けとなる授業を１年次より開講。また、「就職力」

が身につけられるよう筆記試験対策・書類の書き方・面接対策など、実践に即した講

座・ゼミ・ガイダンスを多数用意している。 

 

・学生のキャリアアップや資格取得を支援するため、公務員試験対策講座や公認会計士

養成講座など、豊富な資格試験対策講座を学内で開講している。 
 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

・学内に保健センターとカウンセリング・センターを備え、学生の心と体の健康維持を 

サポートしている。 

 

・総面積 29,000 ㎡にもおよぶ広大な人工芝グラウンド、体育館（アリーナ）やトレーニ

ングルームなど、スポーツに最適な環境も整えている。 
 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 

公表方法：https://www.dokkyo.ac.jp/about/openinfo/activity2/ 

 

備考 この用紙の大きさは，日本産業規格Ａ４とする。 



（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

学校コード F111310102110

（備考）

内
訳

129人

116人

家計急変による
支援対象者（年間）

12人

588人

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

合計（年間）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したこ
とにより認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載するこ
と。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分とは、それぞれ大学等における修学の支
援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３号
に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認
定の取消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

年間

576人

後半期

514人

293人

130人

91人

学校名

設置者名

獨協大学

学校法人　獨協学園

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

553人

308人第Ⅰ区分



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

右以外の大学等

後半期前半期年間

修業年限で卒業又は修了
できないことが確定

修得単位数が標準単位
数の５割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の５割以

下）

出席率が５割以下その他
学修意欲が著しく低い状

況

0人

－

「警告」の区分に連続し
て該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の
処分を受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

0人

－

0人

退学 0人

３月以上の停学 0人

年間計 0人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績
が著しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、
遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含

む。）、高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修
業年限が２年以下のものに限る。）

－



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学
生認定の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の
効力の停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

修得単位数が標準単位
数の６割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の６割以

下）

－

ＧＰＡ等が下位４分の１ 24人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

年間 前半期 後半期

計 24人

出席率が８割以下その他
学修意欲が低い状況

0人


